
建築基準法第86条により認定を受けた対象区域の将来的な変更に配慮した
団地型マンションの建替え＜港南台こまどり団地＞

三菱地所レジデンス㈱提案者神奈川県横浜市所在地令和３年度採択年度先導的再生モデルタイプ
（建替工事支援）事業タイプ

60名区分所有者数1978年3月24日（築44年）竣工年月日（築年）

事業後事業前事業後事業前

3,918.05㎡1,266.16㎡建築面積同左8,252㎡敷地面積

地上5階/地下1階地上5階階数13,206.65㎡4,670.08㎡延べ床面積

163戸60戸総住戸数1棟4棟棟数

１．対象マンションの課題

• 老朽化が進み、エレベーターが無くバリアフリー化が難しい状況

• 当該団地と隣接する団地の2つの団地とがあわさった一団地認定
（建築基準法第86条）のもと成立

• 高圧送電線設置のために地役権が設定され、当時契約下では敷地
の４分の１において一切の建築物が築造禁止

課題① ２つの団地からなる一団地内の一方の先行建替え
課題② 横浜市に多く存在する高圧線下の築造禁止の地役権の変更

３．取組の成果

【２つの課題の解消】＋【建替えを機に導入した地域貢献機能の発現】
①マンション内の自助施設 … 防災倉庫、ＡＥＤ、非常用発電機ほか
②地域に開かれた敷地内通路 … 隣接団地への消防車進入路にも

２．取組の内容

①一団地認定の一方の団地の先行建替え

当時、一団地認定解消は、隣接団地を含む550戸の全員同意が必要
で、実現に向けたハードルが高かった

一団地認定に係る課題を行政と共有し、当該団地の一部変更・再
認定を実施。それを受けて先行的な建替え事業に着手。

②高圧送電線下に設定された築造禁止の地役権の変更

一括建替え決議の可決要件（4/5）に対し、築造可とする地役権設定
契約の変更は、所有者全員による合意が必要

行政と電力会社との協議を経て、建替え合意者による契約変更を
可能とし、条件付き建替え決議を通じて合意を形成。

４．今後の予定（課題）

本件では、行政、電力会社と課題を共有し、協力を得られたことが実
現の推進力となった。このような課題を社会に広く周知することが、
他の団地建替えへの波及に向けて必要


